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接続検討時と契約時の比較（乖離額・乖離率が上振れる案件）
 全体120件のうち、契約時に金額が上振れた案件は42％。+5千万円、+50%以上
の案件は4%。

契約時金額 － 接続検討時金額（百万円）
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契約時に金額が上振れ
（50M以上、50％過小見積り）
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東北,110,393%
・架空線→地中線へ連系方法変更による増

九州,165,71%
・発電事業者都合による受電位置変更に伴う増

東北,64,187%
・鉄塔改造工事内容の見直しによる増

九州,71,64%
・発電事業者都合による受電位置変更に伴う増

（出所）各社提供資料を基に作成

九州,326,272%
・他発電事業者の契約申込
により、送電線増強工事が
必要となったため
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接続検討時と契約時の比較（乖離額・乖離率が下振れる案件）
 全体120件のうち、契約時に金額が下振れた案件は51％。▲5千万円、▲50%以上
の案件は14%。

契約時金額 － 接続検討時金額（百万円）
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契約時に金額が下振れ
（▲50M以上、▲50%以上過大見積り）

中国,-948,-90%
・電源線から自営線へ申込変
更に伴う減 東京,-236,-98%

・自営線工事への切替

東北,-709,-88%
・変電設備増強費を他案件
（同一事業者）にまとめて計上
したことによる減

中国,-646,-86%
・自営線工事への切替

中国,-577,-93%
・自営線に変更のため減 東京,-387,-94%

九州,-160,-94%
・接続検討したうち一部工事
のみ着工

東京
・供給対策検討に基づく再設計減、ならびに福
島再エネ特例措置に伴う負担金対象変更減

東京,-296,-93% 東京,-166,-89%
東京,-166,-88%

東北,-467,-80%
・アクセス送電線を自営線に変
更したことによる減 東北,-263,-86%

・アクセス送電線施工者の変更
（当社⇒事業者）に伴う減

中部,-492,-93%
・自営線工事への切替

関西,-143,-69%
・自営線工事で、
受電位置を変更したため

東北,-103,-54%
・自営線工事へ切替 関西,-64,-54%

・工事内容に変更があった

2

東京,-1,-78%
・詳細設計による変更

東北,-5,-91%
・通信工事内容の
見直しよる減

（出所）各社提供資料を基に作成

九州,-154,-61%
・他発電事業者の出力変更
により、送電線増強工事が
不要となったため



0%

50%

100%

150%

200%

250%

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

北海道 東北 東京

中部 北陸 関西

中国 四国 九州

契約時と精算時の比較（乖離額・乖離率が上振れる案件）
 全体110件のうち、精算時に金額が上振れた案件は20％。＋5千万円、＋50%以上
の案件は2%。

精
算
時
金
額
／
契
約
時
金
額

ー
１
（

%
）

精算時に金額が上振れ
（50M以上、50％過小見積り）

精算時金額 － 契約時金額（百万円）

東北,1,218%
・追加で通信工事を要したことによる増

東京, 90, 53%
・斜面伐採木搬出・植栽追加
依頼等による増

東北, 91, 34%
・鉄塔基礎種別変更，仮設
拡大等による増

東京, 35, 110%
・鉄塔基礎補強追加による
工事費変更

中国, 52, 59%
・鉄塔改造1基追加による増

九州, 77, 42%
・架空線引込⇒地下埋設
引込へ変更あり

中部, 0.01, 92%
・お客さまの復旧操作遅延によ
る人工代増

3（出所）各社提供資料を基に作成
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契約時と精算時の比較（乖離額・乖離率が下振れる案件）
 全体110件のうち、精算時に金額が下振れた案件は77％。▲5千万円、▲50%以上
の案件は4%。
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精算時金額 － 契約時金額（百万円）

東北,-322,-64%
・アクセス線施工が事業者へ変
更になったことによる減

中国,-70,-69%
・自営線への切替に伴う減

中国,-70,-52%
・新規鉄塔基数変
更による減

関西,-117,-41%
・工事施工方法の変更のため

東京,-108,-47%
・確定額による変更

九州,-47,-52%
・調査測量・詳細設
計により鉄塔建替工
事が腕金改造工事
へ変更のため

東京,-81,-40%
・工事内容見直しによるコストダウン
および請負契約交渉による減

東北,-85,-39%
・資材流用に伴う
資材費の減
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東北, -13, -79%
・通信工事内容の見直し、設計設
置場所の変更ならびに、他工事と
の同時実施に伴う合理化による減

九州, -4, -95%
・費用負担の見直し
伴う減

（出所）各社提供資料を基に作成

精算時に金額が下振れ
（▲50M以上、▲50%以上過大見積り）

九州,-260,-58%
・年度を跨いで分割で精算したため
（平成28年度にアクセス設備分を精算、
平成29年度に送電線増強工事分を精算）
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